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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

 

分担研究報告書 

 

本邦における小児・思春期世代がん患者に対する妊孕性温存の診療の実態調査と 

小児がん診療拠点病院におけるがん・生殖医療の均てん化に向けた研究 

 

研究分担者 池田智明 三重大学産科婦人科学 教授 

研究協力者 前沢忠志 三重大学産科婦人科学 助教 

研究要旨 

 令和元年度、厚労科研研究班の研究② 本邦における小児・思春期世代がん患者に対

する妊孕性温存の診療の実態調査と小児がん診療拠点病院におけるがん・生殖医療

の均てん化に向けた研究では、小児がん患者に対する妊孕性温存の診療体制の均て

ん化を志向して班会議を実施した結果、小児がん拠点病院の本診療に対する現状を

把握し、課題を抽出し、さらに小児がん拠点病院におけるがん・生殖医療の充実に

向けた端緒を開くことができた。現在、小児がん拠点病院での現状把握、課題の抽

出のための実態調査の実施を準備中である（令和 2年度に施行予定）。また、同時に、

小児がん拠点病院との連携・相互協力体制の構築中である。具体的には、研究協力

者所属施設がある愛知県と神奈川県にて、小児がん患者への診療体制構築を開始し、

モデルケースを作成中である。 

 

研究分担者 

松本 公一 国立成育医療研究センター  

 

研究協力者 

平山 雅浩 三重大学 小児科学  

左合 治彦 国立成育医療研究センター   

清谷 知賀子 国立成育医療研究センター  血液腫瘍科  

沖村 浩之 京都府立医科大学 産婦人科学 

宮地 充 京都府立医科大学 小児科学  

堀江 昭史 京都大学 婦人科学産科学  

滝田 順子 京都大学 小児科学 

後藤 真紀 名古屋大学 産婦人科  

谷口 理恵子 名古屋大学 小児科  

慶野 大 神奈川県立こども医療センター 血液・再生医療科 

高江 正道 聖マリアンナ医科大学 産婦人科学 

天野 敬史郎 三重大学 小児科学 

谷 洋彦 京都大学 婦人科学産科学 
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濱田 太立 名古屋大学 小児科 

 

Ａ．研究目的 

 小児がん患者の生殖機能（妊孕能）に関

する診療体制の拡充と全国への均てん化、

ならびに各々の施設での妊孕性温存療法に

おける患者対応の充実化を図ることを目的

とした。 

 

Ｂ．研究方法 

令和元年度は、「本邦における小児・思春期

がん患者に対する妊孕性温存の診療の実態

調査」の調査項目作成がメインとなる。そ

こで、令和 2年１月 10日に令和元年度第 1

回班会議を国立成育医療研究センターにて

開催し、「本邦における小児・思春期がん患

者に対する妊孕性温存の診療の実態調査」

の調査項目を確定するために、まずは班会

議メンバーの各施設における小児がん患者

に対する妊孕性温存療法の現状と課題に関

して議論が行われた。その後、本邦におけ

る小児・思春期世代がん患者（20歳未満）

に対する妊孕性温存の診療の実態を明らか

にし、課題を明確化することを目的とした、

実態調査に関する議論を行い、内容を吟味

した。また、本研究班は、今後全国の小児

がん診療連携拠点病院に出向き、啓発活動

を行う予定にしている。その最初の啓発活

動の一環として、小児がん診療拠点病院の

中央施設である国立成育医療研究センター

の職員を対象に、小児・思春期世代がん患

者に対するがん・生殖医療の啓発を志向し

た講演会を開催した。 

 

Ｃ．研究結果 

班会議メンバーの各施設における小児が

ん患者に対する妊孕性温存療法の現状と課

題に関して議論がなされた。議論の内容を

以下に記す。研究「本邦における小児・思

春期がん患者に対する妊孕性温存の診療の

実態調査」対象施設を、まずは小児がん拠

点病院とし、その後連携病院に広めていく

方針となった。前沢氏より、三重県の取り

組み（三重モデル）に関する報告があり、

薬剤師を含む医療従事者の本領域への参画

の重要性が示された。三重県の取り組みと

して、情報提供の資材、大学内外での講演

会の実際、マスコミからの情報発信の実際、

がん・生殖医療セミナーの開催に関して、

小児向けの DVDなどが示された。谷氏から、

KOF-net（京都府のがん・生殖医療連携）の

取り組み（協力病院のリストを患者へ提供

する体制、研究会形式で定期的に啓発活動

を行う）に関して説明された。なお、京都

府は KOF-net 設立に際して早期から行政

（京都府）の支援を得ていた旨説明があっ

た。何よりも、本領域の啓発活動を継続し

て行っていくことの重要性が強調された。

高江氏より、造血器腫瘍患者は元来手術そ

のもののリスクが高いこと、MRD の存在か

ら卵巣組織凍結保存実施時の基準（移植は

行わず凍結保存のみ）の遵守が強調された。

手術施行時に小児外科医の協力が必須とな

る点が示された。さらに、化学療法後に採

取された卵子の安全性の問題、妊孕性喪失

に関わるアルキル化薬の投与量の評価（ア

ルキル化剤は種類によって、卵巣毒性の程

度が異なる）に関する情報提供の必要性が

述べられた。 

「本邦における小児・思春期がん患者に

対する妊孕性温存の診療の実態調査」の調

査内容項目に関する議論では、令和 2年度

は小児がん診療拠点病院 14 施設における

本領域の認識に関する実態調査を行い、課

題を抽出し令和 2−3年度の研究に繋げてい

く方針が確認された。実態調査は、各施設
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の病院長宛で送付し、代表者と実臨床の先

生数人を対象とすることが決定された。今

回の実態調査の目的は小児・思春期がん患

者に対する妊孕性温存の診療に関する啓発

とその均てん化であり、そのためには小児

科医の本領域に対する実情を把握すること

である。なお、骨肉腫や横紋筋肉腫、脳腫

瘍など多くの診療科の疾患をカバーする必

要があり、実態調査に診療科記載欄を作成

し、病院長に各領域別に配布して頂けるよ

う依頼する方針になった。年齢について、3

歳～6歳はアセント対象外のため、7歳以上

での項目で評価することとした。 

本実態調査には、治療開始前の妊孕性に

関する説明のときは、まず「保護者がその

説明をすることに同意したかどうか」の前

提を入れるべきである。それは、親が妊孕

性温存の説明を阻害するということがわか

るような質問項目を作成することで、より

現状の問題点を洗い出せることになると意

見が出された。他診療科医師が、妊孕性温

存についてどの程度知識があるか評価する

ため、実際の妊孕性温存手技以外に「よく

知らない」の項目を入れるべきであると意

見が出された。今後は、各施設のキャンサ

ーボードの場で、または各施設で公開講座

などを実施し、本領域の啓発活動ならびに

均てん化をはかる。以上の議論から、「本邦

における小児・思春期がん患者に対する妊

孕性温存の診療の実態調査」の素案が作成

された。前沢氏、天野氏、高江氏そして清

谷氏が素案をブラッシュアップし、その内

容を通信会議で吟味し、最終版を作成した

（資料 1）。年度内に、前沢氏から三重大学

の倫理委員会に本研究が申請された。 

1月 10日の班会議同日に、次年度以降の

全国の小児がん診療拠点病院のキャンサー

ボードの場または各施設で公開講座などを

実施し啓発活動を行う事業の第 1回目とし

て、国立成育医療研究センターにて、「小

児・AYA 世代がん患者に対する妊孕性温存

講演会」（講堂：17:30-19:00）を本研究班

メンバーで主催した（資料 2）。54名の多職

種の参加があり、小児・AYA 世代がん患者

に対する妊孕性温存の実際や長期フォロー

アップ体制の課題などが共有された。 

 

Ｄ．考察 

各地域における、小児・AYA 世代がん患

者に対する妊孕性温存の診療における対応

や院内の連携体制等、がん・生殖医療連携

の運用の違いが明らかにされた。特に、小

児・思春期世代がん患者に対する妊孕性温

存療法を実施する施設間で格差が認められ

た。具体的には、小児がん診療施設間や都

道府県間等で、「がん診療医により十分な情

報提供がなされるかどうか」、「連携システ

ムが十分か不十分かで妊孕性温存が必要な

患者が紹介の連携がうまくいかない」、また、

「妊孕性温存施設が県内になければ、県を

またいで移動しなければならない」などで

ある。小児・思春期世代がん患者が受けら

れる妊孕性温存療法が施設によって大きな

違いが示唆され、小児がん診療病院におけ

る妊孕性温存療法の啓発と拡充や生殖医療

の施設と小児がん診療病院との連携など、

小児・思春期世代がん患者に対するがん・

生殖医療の均てん化の必要性が再確認され

た。地域や施設間での本領域の格差を解決

するためには、地域におけるがん・生殖医

療連携の構築とその運用の見直しだけでは

なく、施設間の連携から都道府県をまたぐ

密な連携の必要性も示唆された。加えて、

行政との連携ならびに支援の期待が強かっ

た。 

また、妊孕性温存療法に対する公的な助

成金制度に関しては都道府県間で差があり、

行政との連携の重要性も再確認された。研
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究「本邦における小児・思春期がん患者に

対する妊孕性温存の診療の実態調査」に関

しては、最初の議論を踏まえて、小児がん

診療病院での実情把握のための実態調査項

目（患者説明前の両親への説明について、

説明に立ち会う職種、説明の障壁となるも

の、説明のタイミング、施設間連携、紹介

のタイミング、説明資材等）が決定され、

現在実態調査実施の準備中である。令和 2

年度以降は、小児がん診療拠点病院におけ

る妊孕性温存療法に関する情報提供の実態

を明らかにし、本領域の啓発における重点

課題を明らかにする。そして、令和 2-3年

度の全国の拠点病院に対する啓発活動後に

再度実態調査を行うことで、令和 2-3年度

の活動で不足していた課題を明らかにする。

その結果を小児がん連携病院への啓発活動

に役立てることによって、小児・思春期世

代がん患者に対する妊孕性温存療法のより

効率的な情報提供体制の確立・拡充をさせ、

最終的には本領域の全国における均てん化

に結びつくと確信している。また、この活

動の内容をもとに、全国の小児がん診療病

院内外での連携体制構築、長期的な運用を

行えるよう、各々の地域に適したネットワ

ークの体制を構築していく必要があると考

えられた。 

 

Ｅ．結論 

小児がん診療病院における小児・思春期

世代がん患者への妊孕性温存療法の診療提

供体制構築に向けて、がん・生殖医療連携

の構築、小児がん診療拠点病院を中心とし

た地域連携や協力体制の構築、公的な支援

の実施が望まれる。令和 2年度は、三重大

学医学部附属病院倫理委員会に3月10日に

申請した実態調査が承認された後、全国 14

施設の小児がん拠点病院の病院長宛てに送

付し、同時に病院長に各領域別に配布して

頂けるよう依頼し、各施設の各診療科のが

ん診療医の代表者に対して調査を行う。そ

の結果を本年度中に解析し、本年度中に全

国の小児がん拠点病院において、本研究班

メンバーによる小児・思春期世代がん領域

におけるがん・生殖医療に関する啓発活動

を続け（令和 3年度までに全ての施設を対

象とする）、最終的には、本領域の小児がん

診療拠点病院の資材の作成を目指す予定で

ある。 

 

Ｆ．健康危険情報 

総括研究報告書にまとめて記入 
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2. 学会発表 

 なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む。） 

１．特許取得 

なし 

 

２．実用新案 

なし 

 

３．その他 

なし 

 


